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５．１ 建設候補地の選定 

 新センターの建設候補地については、施設に必要な機能や性能を満たすのにふさわしい

場所とするため、以下のプロセスで選定の検討を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【プロセス１】建設候補地の絞り込み 

基本構想では以下の方向性でまとめました。 

・市原地区と稲毛地区に分散している施設・設備等は可能な限り集約化 

・センターの意義や研究成果の積極的な発信等の観点でアクセスの良さが重要 

 

基本構想を踏まえ、集約化を前提として、以下の条件で新センターの候補地を絞り 

込みました。 

① 用地の取得容易性 

未利用の県有地のうち売払・活用見込がなく、かつ活用に当たって特段の事情

（境界不同意等）がない用地 

※「千葉県公共施設等総合管理計画」：未利用の県有地等の処分を積極的に推進する

ことにより、財源の確保を図る。 

第５章 施設整備 

 施設の立地に必須の条件でスクリーニングを行い、候補を絞る 

比較評価を行った結果から総合的に判断し、最適な候補地を選定する 

 プロセス１で絞り込んだ建設候補地について、より詳細で多角的に比較評価を

行うための評価項目を検討する 

【プロセス１】建設候補地の絞り込み 

【プロセス２】評価項目の検討 

【プロセス３】最有力建設候補地の選定 



 

25 

 

② 敷地面積 

必要な敷地面積の概算*により、未利用部が 9,000 ㎡以上であること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 交通アクセス 

県民、市町村がアクセスしやすく、現センターの市原地区および稲毛地区の職員 

が通勤可能な場所 

 

 

◎絞り込み結果 

・県有地の未利用地のうち、売払見込・活用見込ともになく、処分困難な事情もない用地 

かつ未利用部の敷地面積が 9,000 ㎡以上である土地は県内に２３か所ありました。 

・全県から県民、市町村がアクセスしやすく、

現センターの職員が通勤可能な場所として、

現センターの市原地区及び稲毛地区双方から

車で概ね 1 時間程度である２０㎞圏、３０分

程度である１０㎞圏を設定したところ、１０

km 圏内に該当箇所がなく、２０km 圏内に環

研(市原)と 農林総合研究センターが該当し

ました。 

・これを踏まえ、候補地を以下の３案に絞り込みました。 

 

◎建設候補地 

 

 

 

 

 

 

案１ 環境研究センター（市原地区） ※現地建替え 

案２ 農林総合研究センター（旧別館・空地） 

案３ 農林総合研究センター（旧本館） 

*敷地面積の考え方（令和６年１０月検討時点の数字） 
 現センター敷地面積 市原地区 13,295 ㎡、稲毛地区 6,614 ㎡ 
      施設面積（主要研究施設の延べ面積合計） 約 6,300 ㎡ 
 想定敷地面積  

延べ面積の共有化を図ることで現センターの 85%程度を新センターに設定→延べ面積 5,400 ㎡ 
  現センターの最大階数の 3階建て想定で建築面積は 1,800 ㎡、外周用地(3m)を含め 2,500 ㎡（1） 
  屋外付属施設および将来用用地として、2,000 ㎡（2） 
  駐車場面積 100 台×25㎡=2,500 ㎡（3）（車路面積を含む） 
  緑化率 敷地面積の 20％（千葉市緑化条例参考）（（1）+（2）+（3））÷4 = 1,750 ㎡(4) 
    （1）＋（2）＋（3）＋（4）＝ 8,750 ㎡ ← 必要敷地面積を 9,000 ㎡以上とする。 
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【プロセス２】評価項目の検討 

必須の法令適合性の他、備えるべき機能や必要な性能の整備に特に影響がある以下

の内容（（１）～（３））を含む多角的な項目により比較検討します。 

なお、以下の法令については、適合しない場合、建設が行えない、もしくは極めて

困難となるため、あらかじめ３案とも適合していることを確認しています。 

《都市計画法、建築基準法、港湾法、流通業務市街地整備法、宅地造成等規制法》 

 

 

（１）基本与件（敷地面積） 

設計の自由度が高い十分な敷地の大きさを有して  

いるか 

 

（２）立地環境 

①災害リスク 

  災害の危険性が低く、防災性を担保しやすい場所か 

 

② 交通利便性 

  県民、市町村、センター職員のアクセス容易性、車

等の交通アクセスに係るＣＯ２排出量に優れているか 

 

③関係機関との連携容易性 

  基本理念や整備方針に掲げる、他の研究機関、大

学、民間企業等との連携を行うのに適した場所か 

 

（３）事業費及び整備スケジュール 

敷地内の残存建物の解体費用、仮移転に要する費用、整備スケジュール（早期開

設）に優位性があるか。 
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【プロセス３】最有力候補地の選定 

整理した評価項目に基づく比較結果は下表のとおりとなりました。 

参資 2 

意見 

NO.11 

（案２比：１.３６） （案２比：１.００） （案２比：１.０４） 
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● 【案１】は、災害リスク、交通利便性などの重要項目を始めとする多くの項目にお

いて他の２案に比べて評価が劣ります。また、業務を継続しながらの建替えのため、

分棟案を軸に検討することになり、基本計画が目指す施設・設備の集約化等などの実

現が困難となるおそれがあります。 

● 【案２】と【案３】は、全体項目及び重要項目においても大きな差はありませんが、

【案２】は最も敷地が広く設計の自由度がより高いこと、また、最も建設・解体費用

が低く抑えられ、施設・設備の予算に余裕が出てくることから優位性があると考えら

れます。 

● 以上から、【案２】農林総合研究センター（旧別館・空地）を最有力候補地として選

定しました。 

 

 

 

 

 

① 概況 

 

 摘要 
所在地 千葉市緑区大金沢町 180 番地 1（千葉県農林総合研究センター） 
敷地面積 約１６，４００㎡ 
地盤高さ 旧別館：４９.５ｍ、空地：４４ｍ （約５ｍの高低差） 
建ぺい率／容積率 ６０％／２００％ 
最大延べ面積 約３２，８００㎡ 
用途地域等 無指定地域 
交通アクセス 外房線鎌取駅からバス１０分 

バス停より徒歩１０分程度（バス２～１３本／時間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建設候補地の概要 
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② 位置及び現況写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

空地 

旧別館 

出典：国土地理院「地理院地図」 

出典：国土地理院「地理院地図」 

農総研敷地 

環境研究センター 
←   建設候補地 

←農総研本館 
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５．２ 関係法令及び支援制度 
 

 

 

 

  本計画の実施にあたり、関係する主な法令、条例等は以下のとおりであり、これら

を遵守しながら整備を進めます。 

 

(ア) 関係法令 

都市計画法 開発許可の事前協議・届出が必要 
建築基準法 集団規定、単体規定などに適合しているか、計画通知が

必要 
建築士法 建築物の設計、工事監理等を行う技術者の資格が定めら

れている。設計又は工事監理を一級建築士でなければで
きない 

建設業法 建設工事の適正な施工を確保するためのもの 
消防法 消防設備等が適合しているか、消防同意が必要 
駐車場法 駐車場が路外駐車場となる場合、駐車料金を徴収する場

合、届出が必要 
悪臭防止法 悪臭防止基準の遵守が必要 
土壌汚染対策法 3,000 ㎡を超える土地の形質変更がある場合、手続きが

必要 
下水道法 排水基準の遵守及び届出が必要 
水道法 水道の引き込みに協議が必要 
ガス事業法 都市ガスの引き込みに協議が必要 
水質汚濁防止法 有害物質使用特定施設に該当する場合、構造・設備及び

使用の方法に関する基準を満たした届出が必要 
大気汚染防止法 ばい煙発生施設等に該当する場合届出が必要 
騒音規制法 特定施設に該当する場合届出が必要、また建設工事での

特定建設作業で届出が必要 
振動規制法 特定施設に該当する場合届出が必要、また建設工事での

特定建設作業で届出が必要 
道路法 インフラ引込等の道路での工事が行われる場合、道路占

有許可が必要 
道路交通法 インフラ引込等の道路での工事が行われる場合、道路使

用許可を所轄警察署に申請が必要 
労働安全衛生法 休憩設備、更衣設備等が必要 
労働安全衛生規則 休憩設備、更衣設備等が必要 
事務所衛生基準規則 休憩設備、更衣設備等が必要 
石綿障害予防規則 石綿を含む試料の分析を行うため、除塵装置等が必要 
電波法 電波を乱すおそれがある建物の場合、届出が必要 
電気事業法 電気事業の用に供する発電等用電気工作物の場合適用 

（１）関係法令 



 

31 

 

景観法 良好な景観形成のため、届出が必要 
屋外広告物法 屋外広告物を設置する場合、許可申請が必要 
文化財保護法 建設場所が埋蔵文化財包蔵地になる場合、届出が必要

（「ちば情報マップ」で埋蔵文化財包蔵地に該当しないこ
とは確認済み） 

建築物における衛生的
環境の確保に関する法
律（通称：ビル管法） 

延べ面積 3,000 ㎡以上で該当、空気環境の管理等につい
て届出が必要 

建設工事に係る資材の
再資源化等に関する法
律（通称：建設リサイ
クル法） 

建設副産物の適正処理や再生資材の利用を推進、届出が
必要 

建築物のエネルギー消
費性能の向上に関する
法律（通称：建築物省
エネ法） 

エネルギー消費性能基準への適合義務及び適合性判定義
務がある 

高齢者、障害者等の移
動等の円滑化の促進に
関する法律（通称：バ
リアフリー法） 

バリアフリーの義務基準に適合必要、認定制度もある 

廃棄物の処理及び清掃
に関する法律 

主に解体・建設時に発生する廃棄物の排出抑制、分別、
保管、処理等の適正処理に関する規定 

放射性同位元素等によ
る放射線障害の防止に
関する法律 

放射性同位元素の使用、廃棄その他の取扱いを規制、届
出が必要 

高圧ガス保安法 高圧ガス容器（ボンベ）の取扱いを規制、容量により届
出が必要 

毒物及び劇物取締法 該当する薬品等について取扱いを規制、取扱者の届出が
必要 

 

(イ) 関係条例 

千葉県建築基準法施行条例、千葉県良好な景観の形成の推進に関する条例、千葉県 

福祉のまちづくり条例、千葉県環境保全条例、千葉県屋外広告物条例、千葉市都市計

画法に基づく開発行為等の許可の基準に関する条例、千葉市環境保全条例、千葉市緑

化の推進及び樹木等の保全に関する条例、千葉市都市景観条例、千葉市屋外広告物条

例、千葉市中高層建築物の建築に係る紛争の予防と調整に関する条例、千葉市下水道

条例、千葉市火災予防条例 
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（環境省） 

  新たなセンターの整備に当たっては、以下の支援制度の活用を検討していきます。 

 

※建設時期によっては支援制度の事業期間に該当しない可能性があるため、活用可能  

な支援制度を精査していきます。 

 

【環境省】 

①地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する公共施設への自立・分散型エネルギー設備 

等導入推進事業 【補助率 1/3(補助事業者が必要と認めた額)】 

⇒災害・停電時に公共施設へエネルギー供給が可能な再生可能エネルギー設備等の導入

を支援 

 

【国交省】 

②サステナブル建築物等先導事業（省 CO2 先導型） 

       【補助率 補助対象工事の 1/2（上限 3 億）】 

⇒先導性の高い住宅・建築物の省エネ・省ＣＯ２プロジェクトについて提案を募り、 

支援する制度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）支援制度 

参資 2 

意見 

NO.31 


